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先端 Ｉ Ｃ Ｔ セン ター 所内情報基盤、クラウド推進
学術リポジトリ推進室
ク ラ ウ ド 支 援 室
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図書館システム Webメール グループウェア Eラーニング
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 444学協会 1,465誌 約385万論文









































































































 DOI（Digital Object Identifier）
 コンテンツの電子データに付与される国際的な識別子
 コンテンツの所在情報（URL）に変換され、恒久的にデジタル資料を一意に示す
































































































































































国立 公立 私立 短大 その他
2012 1 5 50 12 5 73
2013 1 6 46 4 0 57
2014 3 14 49 8 6 80
2015 8 8 46 9 7 78
計 13 33 191 33 18 288
JC構築中 3 5 45 15 6 74
平成 年度大学図書館職員長期研修28 42
















• 平成27年2月～6月 JAIRO Cloudの今後の運用モデルと利用料金に関する説明・懇談会



































































































































































JAIRO Cloud for Dataの開発・提供

























































































































































 オープンアクセスリポジトリ推進協会（Japan Consortium for Open Access
Repository : JPCOAR）
 日本における機関リポジトリを振興・相互支援することを目的とし、国公私立大
学図書館協力委員会と国立情報学研究所の間の連携・協力協定に基づき設
立される新しいコミュニティ
 当面は「機関リポジトリ推進委員会」がJPCOARの運営委員会を兼ねる
主な活動内容
 オープンサイエンスを含む学術情報流通の改善
 機関リポジトリシステム基盤の共同運営と有効活用
 機関リポジトリ公開コンテンツのさらなる充実
 担当者の人材育成のための研修活動
 国際的な取組みに対する積極的連携
 当面のスケジュール
平成28年7月27日 設立総会 正式な参加申込開始
平成28年11月 機関リポジトリとオープンアクセスをテーマとした
ワークショップの開催（図書館総合展フォーラム）
平成29年3月 第1回年次総会
平成29年4月～ 会費徴収開始
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〔設 立〕 平成24年6月発足
〔目 的〕 「電子情報資源を含む総合目録データベースの強化」に関
する事項を企画・立案し、学術情報資源の基盤構築、管
理、 共有および提供にかかる活動を推進
〔組 織〕 国公私立大学図書館の職員、NIIの職員、その他有識者に
より構成
事務局はNII
〔主な活動〕 学術情報システムの課題を４つに整理
①総合的発見環境の整備とデータのオープン化
②電子リソースへの対応
③目録システムの再編
④デジタイズ
（3） これからの学術情報システム構築検討委員会
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目録システムの再編
 NACSIS-CATの再構築
 「これからの学術情報システム構築検討委員会」で検討中
 平成32（2020）年度のシステム更新を目途に、システム面・運用面での大幅改訂を実施
 NACSIS-CAT 軽量化・合理化の基本方針案
1. 外部機関作成の目録データ活用を前提とするワークフローの改善
2. 外部機関作成の目録データに合わせた書誌レコードの階層構造の変更
3. 名寄せ機能の実装、典拠データの自動リンク形成等による機能強化
期待される効果
・NACSIS-CATのデータ連携・利活用の向上
・外部システムとの連携によるCATの機能向上
・参加機関・NIIの作業の省力化や運用コスト減
一時的負担
・NACSIS-CATのシステム開発コスト
・参加館の図書館システム改修コスト
・運用変更に伴う担当者の教育コスト
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5．まとめ
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NIIサービスのインパクト
〔学術雑誌総合目録〕 1大学でのサービスから連携協力サービスへ
〔NACSIS-CAT〕 目録カード作成からオンライン目録へ
単館完結型から共同構築型へ
〔NACSIS-ILL〕 郵便からオンラインへ（依頼・受付情報）
〔コンテンツポータル・CiNii〕 単体の検索から横断・複合検索へ
〔電子図書館サービス〕 紙媒体から電子媒体へ（学協会誌、紀要）
〔NII-REO〕 個別調達・占有から共同調達・共有へ
〔機関リポジトリ〕 蓄積から発信へ、図書館から機関へ
〔学認クラウド〕 所有から利用へ
〔データリポジトリ〕 研究者個人責任体制から機関責任体制へ
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真の連携・協力に向けて
大学図書館との関係の再定義
NIIの事業に大学図書館が参加・協力するという関係から
平等な立場で、お互いのリソースを持ち寄り、連携・協力
するという関係へ
連携・協力の場
大学図書館員の活動の場（プラットフォーム）をNIIが提供
情報と課題の共有
共同事業
人材育成のインキュベータ
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連携・協力事業
連携活動を共に進めましょう
◦ 連携・協力推進会議の各種委員会活動への参画
◦ JUSTICE運営委員・作業部会員 （交渉、調査、広報など）
◦ 機関リポジトリ推進委員会委員・協力員
（OA方針、基盤高度化、コンテンツ充実、研修・人材育成など）
◦ これからの学術情報システム構築検討委員会委員・作業部会員
（NACSIS-CAT/ILL検討、電子リソースデータ共有など）
◦ 教育研修事業での連携
◦ 研修の講師
◦ 共催・会場提供
◦ 国際連携活動への参加
◦ オープンアクセス、機関リポジトリ等の国際会議参加
◦ SPARC Japanセミナー企画
